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１、土浦市における公共施設の現状
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①土浦市の人口推移と人口割合…人口減少、少子高齢化

・令和37年における総人口は96,389人（平成27年度比▲31.5%）になると予想されている。
・年齢別にみると、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）の減少割合が著しく、高齢化率は今後も
上昇することが見込まれている。
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　 社会保障関係費の増加 ⇒ 公共施設の改修・更新等に充てる財源の減少

※平成12 年～平成 27 年は国勢調査、令和 2 年～令和 37 年は「第２期土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」による推計
　（人口総数は年齢不詳を含むため、年齢別人口の合計値と一致しない）
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②土浦市の公共施設の経過年数…半分以上が築４０年超

【経過年数別の延床面積】（令和4年度時点）
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　 施設全体で経過年数40年～５０年が最も多い35.2％、次いで30～40年が20.4％、50年以上が17.4％
で、全施設の52.6%が築４０年以上となっている。

　老朽化が進み、今後一斉に更新時期を迎える ⇒ 行政サービスの維持には、適切な改修・更新等が不可欠。
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③改修・更新費の見通し…現状規模の維持は不可能
　今後、公共施設を維持していくために必要な改修・更新費は、年平均31.6億円であり、直近5年間の大規模
新規事業を除く投資的経費17.0億円と比較すると年間14.6億円が不足。
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　人口減少・高齢化により今後厳しさを増す財政状況 ⇒ 公共施設を現状規模のまま維持することは不可能
　これは、土浦市だけの特殊事情ではなく、全国の自治体で直面している問題 5

　※土浦市公共施設等総合管理計画 （改訂版）より



２、土浦市の公共施設マネジメントの
取り組み

（１）公共施設等総合管理計画の改訂（令和３年度）

［計画期間：令和４年度～令和３７年度］
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【長寿命化のための改修サイクル】

総合管理計画【目標１】 　適切な改修・更新等の推進

　●適切な改修を行って長寿命化を図る施設の目標使用年数…80年
　

　　　　　・建設から概ね20年と60年…計画改修　　　・40年…大規模改修を実施。
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【複合・集約化のイメージ】

総合管理計画【目標２】 　施設配置・運営適正化の推進 
　
●適正配置…複合・集約化、廃止・解体を検討

●運営適正化…民間活力の活用により、施設サービスの充実や経費削減
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総合管理計画【目標３】　施設量適正化の推進  

●施設保有量の縮減目標
　

　　将来人口や改修・更新費を踏まえ、最終目標年度である令和37年度の
　　施設総量（延床面積）を現在の30％縮減とする。
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２、土浦市の公共施設マネジメントの
取り組み

（２）公共施設等再編・再配置計画の策定（令和４年度）

［計画期間…令和５年度～令和２４年度］
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●基本方針　～「3つの最適化」と「財源の確保」の両立による『好循環の創出』～
　　　　　

　　
　　　　　　　　　　
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

◎再編・再配置計画・・・総合管理計画の目標を達成するための実行計画　

※対象施設 ： 「公共施設」に分類される188施設（インフラ施設を除く）

築４０年以上経過した施設のうち、施設の方向性を早急に決定する必要がある施設
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●今後のスケジュール
　　　残り178施設については、令和5～7年度の3年間で配置方針を策定

●早急に検討が必要な10施設を選定し、配置方針を策定

・施設量の最適化　　　・サービスの最適化　　　・性能の最適化

両立による好循環

・財源の確保…3つの最適化を実現するための財政運営



●早急に検討が必要な10施設の配置方針①（再編・再配置計画より抜粋）
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●早急に検討が必要な10施設の配置方針②（再編・再配置計画より抜粋）
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２、土浦市の公共施設マネジメントの
取り組み

（３）類型別の方向性（素案）の策定
（令和５年度）
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類型別の方向性（素案）とは

　①「公共施設のあるべき姿」とは
　

　②策定における２３類型について
　

　③各類型の方向性

　対象１７８施設をサービスの性質別に２３類型に分類。

　総量縮減とサービス向上の両立により目指すべき将来像

　「公共施設のあるべき姿」を見据えた上で、

　類型別の現状と課題に対応するためのサービスのあり方を

　類型毎に示したもの。
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　①公共施設のあるべき姿とは

 ～誰もが、気軽に、使いやすい、みんなが集まる、使いたくなる施設～

　 ・誰もが …　今まで利用していた人も、利用していなかった人も

→公共施設を利用する市民の増加

　 ・気軽に …　利用条件が限られていない、開かれている、手続きが簡単

　 ・使いやすい …　施設性能・安全性向上、全ての人が利用できる

　 ・みんなが集まる …　施設の複合化・多機能化、利用者の交流による活動の広がり

→複合化による効率的な施設利用（稼働率向上）、相互交流の推進

　 ・使いたくなる …　時代やニーズの変化への対応、新たな機能　など

→デジタル化、若者のニーズ　など

→目的外利用の緩和、ネット予約・決済・許可までの手順の省力化、

　 個人利用・少人数利用、利用時間の見直し　など

→適切な改修等の実施、施設の機能向上、ユニバーサルデザイン、

 　インクルーシブ　など

総量縮減とサービス向上の両立

により目指すべき将来像
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 ②策定における２３類型　　（ｐ3）

※施設を性質別に分類するため、
　 複数の類型に整理される施設がある。

 1 ホール、ギャラリー

 2 図書館

 3 集会施設、生涯学習施設

 4 屋内運動施設

 5 高齢者福祉施設

 6 児童館等

 7 支所・出張所

　8　歴史館
　9　学習等供用施設
10　観光・交流施設

 11　農業センター
12　保健施設
13　障害者等施設
14　児童クラブ
15　その他の教育施設
16　庁舎等

２３類型をさらに３つの分類に分け、
分類毎に適した分析を実施

類
型
内
比
較

単
体
で
の
検
討

所
管
課
検
討

17　市営住宅
18　保育所等
19　学校施設
20　消防署

21　分団車庫
22　その他の行政施設
23　旧施設 17



【現状と課題】
　

・支所・出張所の取り扱い件数は減少傾向

・令和４年度の検討で「他施設への複合化や機能移転」
　「利用状況やデジタル化等を踏まえたサービスのあり方
　を検討」としている

　

☆他の施設との複合化により建物総量の圧縮を図りつつ、　

 　地域の拠点施設への移設による利便性向上を図ります。
☆現在の利用状況やマイナンバー制度を含めたデジタル化
   の進展を踏まえ、各地区に必要な窓口機能について見直
   しを図ります。

 
複合化と合わせて窓口サー
ビスの見直しを行うことで、
業務効率化及び市民の利便
向上が図られます。

7.支所・出張所                                               　　　　　         Photo7：南支所

今後の方向性

将来的には…

 ③各類型の方向性　（ｐ4～8） 利用状況・コスト・老朽化状況など、各類型の現状
と課題から、今後の大まかな方向性を示す。

（例） 
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施設別①利用圏域分析【５㎞圏内（自動車で約１０分）】 

◇分析内容（一部抜粋） ③利用件数の推移（H25～R4） 

④郵便局及び自動交付機、コンビニでの証明書の取扱い件数 
施設名称 純行政コスト 

1件当たり 
純行政コスト 

1㎡当たり 
純行政コスト 

都和支所 18,209千円 1.1千円 246.3千円 

南支所 16,851千円 0.5千円 223.4千円 

上大津支所 17,505千円 7.0千円 236.8千円 

新治支所 18,987千円 2.1千円 181.4千円 

神立出張所 18,660千円 1.0千円 321.7千円 

類型平均 18,042千円 2.4千円 241.9千円 

 
 

②コスト比較 
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２、土浦市の公共施設マネジメントの
取り組み

（４）配置方針（素案）の策定、計画の改定
（令和６～７年度）
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●今後のスケジュールついて

A地区 B地区

C地区 D地区

類型別方向性の検討…提供サービス

の種類ごとに、現在の利用状況や今後

のニーズ等を踏まえ、必要な施設量を

検討する。

地区別方向性の検討…地区

内の施設の老朽化状況や施

設面積のほか、地域の人口

動向等を勘案した上で、配

置方針を検討する。

 

双方の検討を踏まえた

施設の最適配置の実現

機能A

機能A 機能A

機能B

機能B機能C

機能C 機能C

機能D

機能D

複合化

集約化
機能A 機能A

機能B

集約化

 「類型別の方向性（素案）」に基づく施設配置について、各地区に設置する施設の利用状況、老朽化
状況やコスト等を踏まえた配置パターンの検討を行い、令和６年度に178施設の「配置方針（素案）」
を策定します。
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一中地区

施設データ

※黄色塗りつぶし：令和4年度に検討済み  
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度
  の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
  の影響あり

耐震性　〇　…新耐震基準の建物
　　　　　　　(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施 22



二中地区

施設データ

 
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
　の影響あり
 

耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施 23



三中地区

施設データ

※黄色塗りつぶし：令和4年度に検討済み  
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
  の影響あり

耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施　 24



四中地区

施設データ

※黄色塗りつぶし：令和4年度に検討済み  
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
  の影響あり

耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施 25



五中地区

施設データ

※黄色塗りつぶし：令和4年度に検討済み  
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
  の影響あり

耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施 26



六中地区

施設データ

 
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
　の影響あり
 
耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施 27



都和中地区

施設データ

耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施

 
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
　の影響あり
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新治地区

施設データ

 
※利用者数及び稼働率は令和2年度～令和4年度の3カ年平均のため、新型コロナによる休館等
　の影響あり
 

耐震性　〇　…新耐震基準の建物(昭和56年以降に建築された建物)                                   　　　　
　　　　有　…耐震性有り又は耐震補強実施済み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　無　…耐震性無しまたは耐震診断未実施 29



３、配置方針に基づく具体的な取り組み
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再編・再配置計画（令和４年度策定）における検討内容　①生涯学習館

利用者数の推移

□■配置方針■□
築50年近く経過していることから、建物が老朽化
しており、また耐震性もありません。
本施設は4階建てにもかかわらずエレベーターが
無く、利用状況に対して施設が大きすぎること、市
内の他施設で受入れが可能な利用者数であること
などから、施設を閉館し、近隣施設に機能を移転す
ることが妥当と考えています。
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再編・再配置計画（令和４年度策定）における検討内容　②青少年の家

利用者数の推移

□■配置方針■□
青少年の宿泊共同生活のための施設ですが、学
校の宿泊学習では利用されていません。 
施設の稼働率が低いことや、施設の老朽化状況の
ほか、敷地が全面借地となっていることから、施
設の閉館が妥当と考えています。 
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再編・再配置計画（令和４年度策定）における検討内容　③勤労青少年ホーム

利用者数の推移

□■配置方針■□
中小企業に働く青少年（15～35歳）の健全育成
と福祉の増進のための施設ですが、当初の設置根
拠が失われていることや、施設の利用者数が少な
く、市内の他施設で受入れが可能な人数であるこ
と、また、建物の老朽化状況、体育館に耐震性が
無いことを踏まえ、施設の閉館が妥当と考えてい
ます。  
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再編・再配置計画（令和４年度策定）における検討内容　④上大津支所

利用者数の推移

□■配置方針■□
他の支所・出張所と比べると利用者が著しく少な
いことや、主な利用内容は、証明書交付や税の納
付ですが、コンビニエンスストアや金融機関で対応
が可能なことから、代替機能の確保も検討しつつ、
施設の閉所が妥当と考えています。 
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令和４年度に策定した
配置方針に基づき、
建物の状態や利用状況
等を踏まえた早期閉館
を検討。

↓
　

【第２回策定委員会】
（Ｒ6.2.8開催）
　

利用状況等から代替機能
の確保は概ね可能であり、
周知等の期間も考慮の上、
令和6年度末をもって、
4施設を閉館する。

閉館の方針を示した４施設の具体的な取組方針
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◎生涯学習館・勤労青少年ホーム　閉館に伴う機能移転シミュレーション

・令和4年度の利用状況から、午前・午後・夜間それぞれの利用枠数を集計。市内の他の施設へ移転可能か検証。

・各施設の各部屋を、「会議室・研修室」「和室」「視聴覚室」「工作室」「調理実習室」「体育室」に分類。
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○閉館の方針を示した４施設の今後のスケジュール
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市長公室　行政経営課　

　　公共施設マネジメント推進室（本庁舎３F）

【電話】代表029－826－1111（内線2497）

ご意見・お問い合わせ先は下記まで
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